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水質汚濁に係る環境基準は、環境基本法第16

条により、人の健康を保護し、生活環境を保全す

る上で維持することが望ましい基準として示され

ています。

 人の健康の保護に関する環境基準は公共用水域

全般に適用されるのに対し、生活環境の保全に係

る環境基準は、指定された水域ごとに適用されま 

す。

 公共用水域の水質汚濁状況の把握のため、水質

汚濁防止法第15条に基づき毎年調査を実施し、

その結果を同法第17条に基づき公表しています。

「平成27（2015）年度公共用水域及び地下水の

水質測定計画（三重県）」に基づき、環境基準未指

定河川を含む県内49河川89地点および４海域

（伊勢湾、英虞湾、五ヶ所湾および尾鷺湾）27地

点において、水質調査を実施しました。

なお、調査は県、国土交通省中部地方整備局、 

同近畿地方整備局および四日市市が分担して行っ 

ています。

① の 結  

水質汚濁に係る環境基準のうち「生活環境の

保全に関する環境基準」の項目であるpH、

BOD、SS、DO、大腸菌群数について、県内

49河川89地点で水質調査を実施しました。

このうち河川に係る有機汚濁の代表的な指標

であるBODでみると、環境基準の類型が指定

されている47河川62水域（63地点）のうち、

61水域で環境基準を達成しており、達成率は

98%となりました（前年度94%）。

また、「人の健康の保護に関する環境基準」

の項目であるカドミウム、シアン等26項目に

ついては、県内49河川で調査を実施しました。

その結果、志登茂川、岩田川、笹笛川の３地点

においてほう素が環境基準（1.0mg／L）を超過

しましたが、海水にもともと含まれるほう素が

原因であり、人為的な影響によるものではあり

ませんでした。

水

水質汚濁に係る環境基準のうち、「生活環境

の保全に関する環境基準」の項目であるpH、

COD、 DO、大腸菌群数、n - ヘキサン抽出物

質（油分等）、全窒素、全燐について、４海域（27

地点）で水質調査を実施しました。その結果、

海域の有機汚濁の代表的な指標であるCODで

は、環境基準の類型が指定されている４海域８

水域のうち、５水域において環境基準を達成し

（3水域で未達成）、達成率は63%（前年度

38%）となりました。

また、海域の富栄養化の原因物質である全窒

素および全燐の環境基準については、類型指定

が行われている4海域6水域のうち、全窒素は

100%（前年度100%）、全燐も100%（前年

度100%）の達成率となりました。

「人の健康の保護に関する環境基準」の項目

であるカドミウム、シアン等23項目について

は、4海域（8地点）で調査を実施したところ、

前年度に引き続き全ての地点で環境基準を達成

しました。

河川の環境基準達成率は近年90%以上で推移

しており、一定の改善がみられます。一方、海域

の環境基準達成率は平成27（2015）年度は63%

であり、伊勢湾全域での環境基準達成率は50%

前後の横ばいで推移しており、河川と比べると改

善が進んでいない状況にあります。

今後、河川のさらなる水質改善および海域の環

境基準達成率向上のため、引き続き工場・事業場

の排水規制に係る指導監督を行うとともに、生活

排水による汚濁負荷を削減するため、生活排水処

理施設の整備を進めていきます。特に閉鎖性の海

域である伊勢湾については、水質総量削減計画に 

基づき汚濁負荷の削減に取り組んでいきます。

海水浴場等は人が水とふれあう最も身近な場所

であり、きれいで安全な水質を確保する必要があ

ることから、利用者が概ね1万人／年以上の水浴

場を目安として毎年水質検査を実施し、快適に遊

泳ができる状態であるかの確認を行っています。

平成27（2015）年度のシーズン前に実施した

水質検査では、調査対象の19水浴場中、国が定
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昭和53（1978）年6月の水質汚濁防止法の一

部改正によりCODに係る水質総量規制制度が導

入されて以来、汚濁負荷の総量規制を実施して 

おり、「第6次総量削減計画」の目標年度である 

平成21（2009）年度では、伊勢湾に排出される

汚濁負荷量が昭和54（1979）年度実績の51%ま

で削減されました。（図1-4-1）

 また、伊勢湾に排出される全窒素に係る汚濁負

荷量は、平成11（1999）年度の負荷量に対して

83%、全燐では59%に削減されました。（図 

1-4-2）

しかしながら、伊勢湾では海底に堆積した底泥 

から溶出する栄養塩類による有機物の内部生産等 

が水質の改善を遅らせる一因になっています。

このため、平成24（2012）年2月に「第7次 

水質総量削減計画」を策定し、今後も対策を進め 

ることとしました。

本県の水質総量規制対象区域（指定地域）は、南

勢地域の一部、伊賀、東紀州地域を除く21市町、

総量規制対象事業場は632事業場（平成27

（2015）年度末現在）となっており、県では総量

規制制度に基づく指導のほか、発生負荷量管理等

調査、伊勢湾における広域総合水質調査等を行っ 

ています。

図１-４-１  伊勢湾の発生汚濁負荷量（COD）

図１-４-２  伊勢湾の発生汚濁負荷量 （全窒素、全燐）

平成18（2006）年2月に国と東海三県一市等

で組織する「伊勢湾再生推進会議」を設立する 

とともに、平成19（2007）年3月には「伊勢湾

再生行動計画」を策定して、伊勢湾再生に向けた

さまざまな取組を進めています。

NPO、学識者、市町等をメンバーとする

「伊勢湾再生推進検討会」を設置し、多様な

主体が協働連携する仕組みづくりについて検

討するとともに、環境保全活動団体の意見交

換会・交流会を開催し、情報の共有やネッ卜

ワーク化を進めました。

陸域からの負荷削減に向けて、「三重県生

活排水処理施設整備計画（生活排水処理アク

ションプログラム）」に基づき、地域の実情

をふまえた下水道、集落排水、浄化槽等の事

業を計画的効率的に進めました。

海域の環境改善に向け、干潟・藻場の造

成・再生や底泥の浚渫による底質改善に取り

組みました。

県民や漁業者、学校等が互いに連携し、水

質モニタリング調査や川の健康診断を実施す

るなど、さまざまな主体が連携した取組を進

めました。

四日市大学等と連携し、伊勢湾沿岸域の底

質調査を実施し、伊勢湾における貧酸素水塊

の対策に向けた調査・研究を進めました。

伊勢湾流域圏の広域的な取組として、愛知

県、岐阜県等と連携して「伊勢湾森・川・海

のクリーンアップ大作戦」を実施し、平成 

27（2015）年度は本県において40団体の参

加を得ました。

国の「地域環境保全対策費補助金」を活用

し、県において海岸漂着物等の回収処理や発

生抑制対策に取り組むとともに、市町等が実

施する海岸漂着物等の回収処理や発生抑制対

策に対し補助を実施しました。

三県一市（岐阜県、愛知県、三重県および名古

屋市）が連携協力し、伊勢湾およびその流域圏の 

再生・保全に関する意見交換会をNPO団体等参

加のもと実施しました。
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平成18（2006）年度に朝日町内の農用地にお

いて判明した土壌中のダイオキシン類濃度が土壌

環境基準値（1,000pg-TEQ／g）を超過したこと

については、平成19（2007）年度に周辺農地を調

査し、汚染範囲を確定するとともに、県の監視監

督のもと、汚染原因と推測された事業者による対

策工事が実施されてきましたが、平成20（2008）

年４月に終了しました。

なお、平成27（2015）年度に、県が対策効果

確認調査を行ったところ、環境基準値以下でした。

土壌汚染対策法は、土壌汚染の状況把握のため

の制度の拡充、規制対象区域の分類等により講ず

べき措置の明確化、汚染土壌の適正処理の確保等

を目的として平成22（2010）年４月に改正され

ました。

この法律では、土壌汚染の状況の調査の機会と 

して、① 有害物質使用特定施設の使用廃止時（第

3条）② 3,000m2以上の形質変更の届出を受け

たときに当該土地に汚染のおそれがあると知事が

認めるとき（第4条）③ 土壌汚染により健康被害

が生ずるおそれがあると知事が認めるとき（第5

条）を定めています。

①～③の調査で土壌汚染が基準に適合しない場

合は、その土地を要措置区域または形質変更時要

届出区域に指定します。指定されると形質変更の 

方法や土壌の搬出を法で定める基準で行う必要が

あります。

県内（保健所政令市である四日市市を除く。）に

おける指定の状況は、形質変更時要届出区域が３

件です。（平成28（2016）年3月31日現在）

土壌汚染の早期発見および拡散防止ならびに土

壌汚染対策法の円滑な施行のため、三重県生活環

境の保全に関する条例の規定により、大規模土地

形質変更時の土地履歴調査およびそれに基づく土

壌・地下水調査や、有害物質使用特定施設を設置

する工場等に対する土壌・地下水調査を義務づけ

ています。

また、土壌・地下水汚染を発見した場合は、知

事ヘ届け出ることとしています。

平成27（2015）年度の汚染発見の届出は７件

ありました。県は立入検査を実施し、汚染の浄化

等、適正な措置を指導しました。

ゴルフ場における農薬の安全で適正な使用を確

保し、ゴルフ場およびその周辺地域の環境保全、

災害の防止を図るため、「ゴルフ場の維持管理に

関する指導要綱」に基づきゴルフ場事業者から維

持管理状況等の報告を求めるなど、ゴルフ場の適

正な維持管理の指導を行っています。

農薬の適正使用・保管については、「ゴルフ場

の維持管理に関する指導要綱」、「ゴルフ場の維持

管理に関する指導要綱の取扱いについて」に基づ

き、

登録農薬の使用

農薬表示事項の遵守

危被害防止対策

農薬の適正保管

などの調査、点検を実施するとともに、農薬使用

管理責任者等を対象に「芝草管理研修会」や「農

薬管理指導士研修会」等を開催し、ゴルフ場関係

者の資質向上に努めています。また、農薬の適正

使用による周辺環境の安全確保という観点に立っ 

て、「ゴルフ場における病害虫、雑草安全防除指

針」を策定し適用しています。

なお、平成27（2015）年度は、10～11月に

県内ゴルフ場25か所を対象に農薬の保管管理状

況等のパトロールを実施しました。

近年、トリクロロ工チレン等の有機塩素化合物

による地下水汚染が全国各地で顕在化しています。

地下水はいったん汚染されるとその回復が難しい 

ことから、汚染の未然防止を図ることがなにより

も重要となっており、地下水の水質汚濁に係る環

境基準が設定されています。

また、平成24（2012）年6月から、施設・設

備や作業に伴う非意図的な地下水汚染を防止する

ため、構造基準や定期点検などの規定が設けられ

ました。

本県の地下水の水質の状況は以下のとおりです。

４－２ 水の状

（２） 染 る

（４） ルフ の

（ ） ルフ る の

（ ） の 全 す 条

４

４－１ 染 タリング体

（ ） ダイオ シン の

土壌 ・地下水汚染対策の推進
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動を測定する方法で、各水準点の標高を測定

し、前年との差から変動量を出し、地盤沈下

の状況を把握しています。北勢地域の2市3

町の地点で水準測量を行いました。近年では、

平成6（1994）年に、1cm以上の沈下水準点

が37点観測された以降、沈静化傾向にあり

ましたが、平成27（2015）年は、1cm以上

の沈下が桑名市多度町南之郷で観測され、今

後も継続した監視が必要となっております。

地盤沈下観測井戸による方法 

地盤沈下の主な原因である地下水位の低下

の状況や地層別の収縮量（沈下量）を、図

1-4-6のような観測井戸を設けて測定して

います。地盤沈下と密接に関連する規制地域

内の地区水位（年間平均）は、単年度では低下

も見られますが、全般的には上昇傾向にあり

揚水量の削減効果が現れてきています。

図１-４-６  地盤沈下観測井戸

図１-４-５  規制地域内の地下水採取量と地盤沈下面積の推移
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